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第 1 章 水位変化・波源評価の高度化 

 
1.1 平面二次元非線形分散波理論 

 津波による波動現象は深海から浅海にかけては，長波理論で記述され，その適用性の違

いにより，線形長波理論，非線形長波理論(浅水理論)，線形分散波理論，非線形分散波理論

が使い分けられる(例えば，後藤(1986))。これらの理論は上記の順に長周期の波動の近似度

が高くなるが，その一方で数値計算の負荷も大きくなる。そのため，それぞれ深海(50m 以

深)，浅海(50m 以浅)，および鉛直方向の加速度が有意な状態，といったケースによって使

い分けが行われることが多い。しかし，昨今の数値計算手法の発展と数値計算機の進化・

ダウンサイジングにより，以前は計算コストの問題で見送られてきた大規模な数値計算が

実施されるようになっている。 
佐藤(1995)は，ブシネスク方程式に砕波による運動量拡散項を導入して，分裂と砕波を考

慮した津波の平面二次元数値計算法を開発した。論文の中で日本海中部地震津波を対象と

した無ひずみ断面二次元変形実験(鶴谷ら(1984))との比較および奥尻島南端部における北

海道南西沖地震津波を対象とした無ひずみ平面二次元伝播・変形実験(野口ら(1995))との比

較により，この数値計算手法によって津波本体およびソリトン分裂波の変形や砕波減衰を

ほぼ再現できることが報告されている(図 1.1-1～1.1-3)。ただし，この計算では陸上への遡

図 1.1-1 計算領域（佐藤(1995)） 図 1.1-2 水面波形の比較（佐藤(1995)） 
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上は考慮されていないため，分裂，砕波が一度に再現できる遡上計算が今後の課題として

いる。 
これに対し，岩瀬ら(1998)および原ら(1998)は，１次近似としての非線形分散波理論を支

配方程式とする津波数値計算法として，分散項を安定に計算することができ，かつ陸上遡

上および領域結合の取り扱いが容易な多段階混合差分法を開発した(図 1.1-4～1.1-5)。この

手法では，まず，１段目に運動方程式中の線形項(局所項・圧力項)を陽差分で計算し線流量

中間値を算出する。次に，２段目ではトーマスアルゴリズムを利用した陰解法で，移流項

と分散項を計算し線流量中間値を算出する。ただし，x 方向の運動の式であれば，x で微分

される移流項と x の２階微分の分散項のみを計算する。最後に，３段目では残りの移流項

と分散項を用いて計算する。ただし，x 方向の運動の式であれば，y 方向でのトーマスアル

ゴリズムを利用した陰解法を用いるというものである。また，連続の式は，１段階の計算

で済み陽解法で計算する。この方法を利用すると，従来の手法で計算領域の結合や陸上遡

上の取り扱いが可能であるとともに分散項の計算に伴う計算の不安定性が回避できる。こ

の手法を用いて，岩瀬ら(2000)および見上ら(2000)は，ソリトン分裂波の伝播計算に関する

計算誤差評価を実施し，その他の代表的な非線形分散長波式との比較により，この手法の

図 1.1-3 最高水位の分布（佐藤(1995)） 



 3-3

優位性を示している。現段階では，この運動方程式中に砕波減衰項や底面摩擦項は付加さ

れていないが，上記の佐藤(1995)の方法と同様にこれらの項を付加することにより，より実

用性の高い計算法になるものと期待される。 
 

図 1.1-4 陸上遡上を含めた平面二次元計算例（岩瀬ら(1998)） 

図 1.1-5 多段階混合差分スキームによる遡上計算（原ら(1998)） 
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以下は，上記の計算に用いた基礎式である。 
i) 分裂と砕波を考慮した津波の数値計算法(佐藤(1995)) 
ブシネスク方程式に砕波による運動量拡散項と底面摩擦項を導入 
・連続式 

0yx QQ
t x y
η ∂∂∂
+ + =

∂ ∂ ∂
 

・運動方程式 
2

22 2 22
2 2 2

2 7 /3 2 2

1
3

x yx x

yx x x
x x y e

Q QQ Q gD
t x D y D x

QQ Q Qgnh Q Q Q
t x t x y D x y

η

ν

⎛ ⎞⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂
+ + + =⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠
⎧ ⎫⎛ ⎞∂⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂∂ ∂⎪ ⎪+ − + + +⎜ ⎟⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎪ ⎪⎝ ⎠⎩ ⎭

 

2

2 2 22 2
2 2 2

2 7 /3 2 2

1
3

y y x y

y y yx
y x y e

Q Q Q Q
gD

t y D x D y

Q Q QQ gnh Q Q Q
t y t x y D x y

η

ν

⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂ ∂
+ + + =⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠
⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂⎛ ⎞∂∂ ∂⎪ ⎪+ − + + +⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎨ ⎬⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠⎪ ⎪⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭

 

ここに， t ：時間， x ， y ：平面座標系， xQ ： x 方向線流量， yQ ： y 方向線

流量，η：水面変動， h ：静水深， D：全水深( ( ) ( )D t h tη= + )， eν ：砕波に

よる運動量逸散係数で砕波前は水の分子動粘性係数とし，砕波後は

max max3 b bgh h⋅ ， maxbh ：最も深い砕波点の水深， n ：マニングの底面摩擦粗度

係数( 1/30.026n m s−= ⋅ )， g ：重力加速度 

砕波条件：水表面の水粒子速度が0.4 gD を超えた時， 

x，y 方向の線流量( )(tQx ， )(tQy )とそれぞれの流速( )(tu ， )(tv )の関係は以下

の通り。 

( ) ( ) / ( ) , ( ) ( ) / ( )x yu t Q t D t v t Q t D t= =  

ii) 非線形分散波方程式の多段階混合差分スキームによる解法(岩瀬ら(1998)，原ら(1998)) 
・連続式 

0M N
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・運動方程式 
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ここに，t：時間， x ， y ：平面座標系，M ： x 方向線流量，N ： y 方向線流

量，η：水面変動， h ：静水深， D ：全水深( ( ) ( )D t h tη= + )， g ：重力加速

度 
x ， y 方向の線流量( )(tM ， )(tN )とそれぞれの流速( )(tu ， )(tv )の関係 

( ) ( ) / ( ) , ( ) ( ) / ( )u t M t D t v t N t D t= =  

 
多段階混合差分スキーム 
○連続式 
１段階のみ：陽解法 

n+1/2n+1/2
n+1 n
i,j i,j

F.D. F.D.

1 [ - ] 0M N
t x y
η η ∂ ∂

+ + =
Δ ∂ ∂

 

○運動方程式 
・１段階 
線形項(局所項・圧力項)の陽差分式により，中間値

(1)M , (1)N を算出。 

n
(1) n-1/2 n
i+1/2,j i+1/2,j i+1/2,j

F.D.

1 [ - ] 0M M gD
t x

η∂
+ =
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n
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F.D.

1 [ - ] 0N N gD
t y

η∂
+ =

Δ ∂
 

・２段階 
トーマスアルゴリズムによる陰解法 
x 方向の１階微分の移流項と x 方向の２階微分の分散項を用いて中間値

(2)M を算出。なお、

原ら(1998)の文献では下記の移流項第一項の右上の時間が(n)となっているが、これはミス

プリントで実際は(2)が正しい。 
(2) 1/ 22 2 2 3

(2) (1)
i+1/2,j i+1/2,j 2

. .. . . .

1 1[ - ]+
2 3

n n

F DF D F D

M M h MM M
t x D x D t x

−⎡ ⎤⎛ ⎞ ⎛ ⎞∂ ∂ ∂⎢ ⎥+ =⎜ ⎟ ⎜ ⎟Δ ∂ ∂ ∂ ∂⎢ ⎥⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎣ ⎦
 

y 方向の１階微分の移流項と y 方向の２階微分の分散項を用いて中間値
(2)N を算出 

(2) 1/ 22 2 2 3
(2) (1)
i,j+1/2 i,j+1/2 2

. .. . . .

1 1[ - ]+
2 3

n n

F DF D F D

N N h NN N
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・３段階 
トーマスアルゴリズムによる陰解法 
y 方向について，微分の残りの移流項と分散項を用いて計算 

(2) 1/ 2 2 3
n+1/2 (2)
i+1/2,j i+1/2,j

. . . . . .

1 1[ - ]+
2 3

nn

F D F D F D

MN MN h NM M
t y D y D t x y

−⎡ ⎤∂ ∂ ∂⎛ ⎞ ⎛ ⎞+ =⎢ ⎥⎜ ⎟ ⎜ ⎟Δ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎢ ⎥⎣ ⎦
 

( x 方向の式) 
x 方向について，微分の残りの移流項と分散項を用いて計算 

(2) 1/ 2 2 3
n+1/2 (2)
i+1/2,j i+1/2,j

. . . . . .

1 1[ - ]+
2 3

nn

F D F D F D

MN MN h MN N
t x D x D t x y

−⎡ ⎤∂ ∂ ∂⎛ ⎞ ⎛ ⎞+ =⎢ ⎥⎜ ⎟ ⎜ ⎟Δ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎢ ⎥⎣ ⎦
 

( y 方向の式) 
ここに，n： 時間ステップ番号、 i ， j ： x ， y 方向の空間格子番号、 tΔ ：時

間ステップ間隔， . .

n

F D ：各微分項に対応する差分項 
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1.2 三次元数値計算による津波打ちあげ計算例 

1.1にも述べたように，大規模な数値計算が実施されるようになり，長波理論の基礎式と

なる連続式，およびオイラーやナビエ・ストークスの運動方程式を鉛直方向に積分するこ

となく直接的に解く手法も行われるようになっており，津波の挙動再現に適用され始めた。 
正村ら(1996)は非静水圧三次元津波数値計算モデルを開発し，防波堤の開口部を通過する

津波に適用して室内実験と比較した。運動方程式は MAC 法を用いて流速場を更新し，水面

の移動には水面から底面まで積分した連続式を使用し，実験で得られた水平方向に軸を持

つ渦を再現することに成功した。この渦は鉛直方向に積分した平面二次元の津波数値計算

法では再現できないものである。つぎに，Masamura and Fujima (1995)は上記のモデルに

おいて遡上先端条件を付加することにより，島まわりの津波の打ちあげについて実験結果

と比較した。その島モデルを図 1.2-1 に示す。数値計算ではこの領域を水平格子幅 10cm，

鉛直格子幅を 2.5cm で分割した。実験と計算の比較について，打ちあげ高を図 1.2-2 に示

図 1.2-1 島地形の実験モデル概要図と計算領域の 
格子幅(Masamura and Fujima (1996))

図 1.2-2 島地形の打ち上げ高に関する計算と実験の 
比較(Masamura and Fujima (1995)) 
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す。島周辺の水域の水位変動は島背後も含めて良く再現されているが，島周囲の海岸での

打ちあげ高については津波来襲背後域にあたる 90度付近のように過小評価となる場所がみ

られる。この理由については，数値計算では斜面を階段状の地形で表現しているためであ

り，格子幅をさらに細かくすればこの点は解消できるとしている。 
さらに，正村ら(2001)は，防波堤等の構造物周辺の三次元性が無視できない領域では，ナ

ビエ・ストークス方程式に透水層を模擬したポー

ラスメディアとゼロ方程式モデルとしての乱流モ

デルを導入した式を基礎式としたダイレクト・シ

ミュレーションを行い，広い海域での非線形長波

理論に基づく平面二次元モデルと接続する津波の

ハイブリッド数値計算法を開発し，先に示した正

村ら(1996)の模型実験により検証している。(図
1.2-3～1.2-6) 

図 1.2-3 津波計算による平面二次元計算領域

と三次元計算領域の 
配置（正村ら(2001)） 

図 1.2-4 津波に伴う構造物周辺の鉛直断面における空間流速分布の比較(t=16s) 
（正村ら(2001)） 
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図 1.2-5 鉛直断面平均水平流速の 
平面分布（正村ら(2001)に加筆） 

図 1.2-6 鉛直断面における水平方向流速の

比較（正村ら(2001)） 

平面二次元計算領域 
三次元計算領域 
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米山・松山(1997)は鉛直二次元の自由液面解析コード FRESH(FREe Surface Hydraulic 
Analysis Code)を津波の打ちあげ計算に適用した。この手法では自由水面を有する流れや砕

波・越波などの液面変形を解析できること，非回転，非粘性，静水圧近似などを行わない

ため厳密な解析ができることに特徴があり，各計算セル(格子)内の液体占有率を F で表し，

F を移流させることで液体の変形を表す VOF 法を採用している。さらに液体の移動量を求

めるアルゴリズムなどに独自の工夫を加えたものである。米山・松山(2001)は，この手法を

三次元に拡張し，1993 年北海道南西沖地震津波の最大打ちあげ高(31.7m)が測定された奥尻

島藻内地区のポケットビーチでの津波挙動再現実験に適用した。実測では，ポケットビー

チの中央より南に存在する小さな 2つの谷の南側で最大打ちあげ高 31.7mが測定された(首
藤(1994))。一方，そこを除くポケットビーチ全体では 24m 程度である。最大打ち上げ高は

その約 1.32 倍(=31.7/24)と局所的であることが特徴的である(図 1.2-7)。Matsuyama and 
Tanaka(2001)は 1/400 の無歪み実験模型を作成して，その打ちあげ高分布の特徴の再現に

成功した。米山・松山(2001)は，この実験に採用した 50m 以浅の海底地形を水平格子幅

5.6m(一部は 2.8m)，鉛直格子幅 2.0m でモデル化して，この実験における津波挙動の特徴

ならびに痕跡高の再現に成功した(図 1.2-8)。 

図 1.2-7 北海道南西沖地震津波における藻内地区周辺の津波痕跡高

の高さと航空写真(国際航業撮影) 

(b) 航空写真 (a) 痕跡高(首藤(1994)) 

図 1.2-8 自由液面解析コード(FRESH)による 1993 年北海道南西沖地震津波 
の最大打ちあげ高の再現結果(米山・松山(2001)) 
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1.3 海底地盤変動による津波発生に関する研究 
津波の原因のほとんどは，地震時に発生する海底地盤変動と言われている。津波数値計算の

初期条件として，通常は断層滑動の静的変位分布を与えている。これは海底変動の水平方向の

規模が数 10ｋｍから数 100ｋｍであるのに対して，水深が最大 5000ｍ程度と小さく，海底変動の時

間スケールが波源域の伝播時間スケールと比べて小さいことによる。しかし，実際に海底地盤変動

分布やその直上の水面変動を詳細に計った例はなく，地震時の海底地盤変位や，それによる津

波の発生に関する研究は残された課題の一つでもある。 
Kajiura(1970)は，海底地盤変動による海水の応答について解析的に考察し，海底の地盤変

動のエネルギ－はその継続時間が数分程度であれば，変動が瞬間的に水面に伝わったとしても

良いが，数秒である場合には津波の発生効率が小さくなり，海中の圧縮性の波としてのエネルギ

－の割合が大きくなる可能性を示した。 
津波の発生実験の研究例はさほど多くはない。高橋・羽鳥(1962)は平面水槽(25m×40m×

0.6m)の底の一部をくりぬいて空気室を作成，そこに長径 0.9ｍ，短径 0.3m の楕円口をつくり，ゴ

ム膜を止めた(図 1.3-1)。ここに急速に空気を送りこむことにより，ゴム膜を膨らませることを可能にし

た。このようにして，水槽の底部を空気の圧力で急激に膨らませることにより海底地盤変動を模擬し，

それによる水面変動を詳細に測定した。波源中心上の波の高さη と地盤変位 S の比(水面応答の

効率)は最大で 55％であり，波源中央付近の波のフロントは長波の波速より 10%程度速い速度で

伝播するが，波源中央から離れるに従って，波速は長波の波速に近づく等，の結果を得た。 
 

隆起域(楕円波源) 

平面水槽 

図 1.3-1 高橋・羽鳥(1962)の実験の概要図 
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Hammack(1973)は，断面二次元水槽において，３方向を壁で拘束された中で水底の一部を，

水平を保ったまま鉛直に変動させて水面変動を発生させた(図 1.3-2)。そして，地盤変動の幅，速

度，水深などのパラメータにより，水面変位の発生効率の違いを論じ，さらに海底地盤変動の履歴

と水面応答についても検討を行なった。実験データは，断層幅b と水深 h の比 hb と，立ち上がり

時間 ct を長波の断層幅の伝播時間 ghb で無次元化した bghtc で整理されている。その実

験結果から，断層幅が水深に比較して大きいほど，また立ち上がり時間が短いほど，水面の応答

効率が大きく， hb が６以上かつ， bghtc が 0.1 以下であれば，最大水位変動量は地盤変動

量に等しい。無次元立ち上がり時間が 1 以上に長くなると，地盤変動パターンの影響を水面が受

けやすくなることを示した。 

松山・田中(1997)は断面二次元水路の底部に鋼製の板を沈めて，その中央をヒンジで固定し，

その板をシーソーのように動かすことによって，地震による地盤の隆起と沈降を模擬し，その直上

の水面変位，および発生した波の伝播について検討した(図 1.3-3)。可動板の駆動力が作用する

右端とは反対側の左端では急激な変位を示した後に変位が一旦小さくなり，その後にある変位量

に収束する。一方，右端において変動は急激にある変位量まで変位し，そのまま停止する。この中

で急激な変動時での最大変位を「動的最大変位」，その後の静止した地盤変位を「最終変位」と定

義した。実験の特徴として隆起域と沈降域が同時に発生する点があげられるが，隆起域，沈降域

からのそれぞれの波がお互いに干渉するといった現象はみられなかった。地盤の最大変位直上の

水面変位を見ると，地盤の動的最大変位とほぼ同時に最大水位を示す等，最終的な変位よりその

変動過程における動的最大変位が，波源域の水位変化を評価する上で有効である可能性が示さ

れた。また，地盤の変動速度が大きいほど水面応答は大きくなるが，波源域から離れるに従って，

水面変位に及ぼす変動速度の影響は小さくなり，水路の端部での打ち上げ高には影響を及ぼさ

ない結果となった。 

図 1.3-2 Hammack(1973)の実験 
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大町ら(1999，2000，2001)は，断層運動の動的な効果を考慮した津波の発生・伝播を再現す

るシミュレーションを実施した。すなわち，地震時の地盤変動については，境界要素法による動的

地盤変動解析を実施し，津波の媒体である海水部については，ナビエ・ストークスの運動方程式と

連続式を直接に解き，水面変動に関しては高さ関数法を用いて，数値計算を行った。この手法の

特徴は，断層の破壊伝播特性を考慮した上で，刻一刻の海底地盤変動を得ることができ，また海

底地盤を伝播するレイリー波も再現することができることである。この結果を海水部の数値計算の

境界条件として与えることにより，津波の発生・伝播をモデル化し，実際の津波にも適用した。その

結果，レイリー波が地盤を伝播することによって微小な津波が発生し(図 1.3-4)，海底地盤永久変

位に起因する津波に先行する可能性があること，波源域上の最大水面変位が静的な海底地盤最

終変位より大きくなる可能性のあることなどを示した。 

図 1.3-3 松山・田中(1997)の実験 

図 1.3-4 地震によって発生したレイリー波とそれによる水面変動の

数値計算(大町(2001)) 
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第 2 章 水位変化以外の津波現象評価

2.1 津波による波力

2.1.1 防波堤に作用する津波波力の算定

(１) 直立防波堤

谷本ら(1983，1984)は，1983年の日本海中部地震津波により，秋田県能代港埋立用地建

設途上の護岸用ケーソンが被災した際の津波力と被災原因を検討するため，無歪実験を実

施した。これらによると，ソリトン分裂しない場合の津波の波圧は，風波に対して提案さ

れた合田(1973)の混成堤に対する設計波圧公式中のパラメターを長波の条件とするとほぼ

評価できることを示している。

次に，池野ら(1998a，1998b)も，大型造波水路を用いた無歪実験に基づき，ソリトン分

裂しない場合の段波状津波の波圧は合田式の長波近似でほぼ評価できるが，顕著にソリト

ン分裂する場合には，分裂しない場合と比べて作用高さが約２倍，波圧の最大値が約 1.6

倍になることを示し，ソリトン分裂した津波の波圧算定式を提案している(図 2.1.1-1～図

2.1.1-5)。また，本波圧算定式を用いて 1983年日本海中部地震津波の来襲時に被災した海

岸構造物の安定性を再検討すると，構造物タイプによる被災・無被災の状況を説明できる

と報告している(表 2.1.1-1～表 2.1.1-2)。

以上のように，これまでは，津波波力の評価方法

としては，実験的検討が主流であったが，最近，

Hamzah et al. (1998，2000)は，ナビエ・ストーク

ス方程式を基礎式としたダイレクト・シミュレーシ

ョン(NASA-VOF法)により，海岸堤防に作用する津波

の波圧分布や水位・流れ場を計算し実験結果との比

較を行っている。これによると，非分裂段波状津波

の波圧分布特性をよく再現できることが報告され

ている(図 2.1.1-6)。

以下に，上記の研究例で提案されている津波波圧算

定式を示す。

図 2.1.1-1 防波堤前面でのソリトン分裂

波と段波の水位と波圧の振幅の定義(池野

ら(1998a，1998b))
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図 2.1.1-2 段波の波圧分布

(池野ら(1998a，1998b))

図 2.1.1-3 ソリトン分裂波の波圧分布(池野

ら(1998a，1998b))

図 2.1.1-4 津波の防波堤波圧算定式(池野

ら(1998a，1998b))

図 2.1.1-5 能代港埋立用地建設中の前面護岸

断面図

(谷本ら(1983，1984))
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表 2.1.1-1 波圧式の違いによる護岸ケーソンの安定性検討の比較(池野ら

(1988b))

表 2.1.1-2 護岸ケーソンの安定性検討結果と被災状況の比較(池野ら(1988b))

図 2.1.1-6 津波による水位変動，流速，波圧に関する計算結果と実験結果

との比較(Hamzahら(2000))

Z軸は静水位と同位置の堤脚部を基準
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1) ソリトン分裂しない段波津波の波圧算定式(谷本ら(1983，1984))

( ) 2.2 1
3

m

H H

p z z
ga aρ

⎛ ⎞
= −⎜ ⎟

⎝ ⎠
0 3

H

z
a

⎛ ⎞
≤ ≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；静水面上

( ) 2.2m

H

p z
gaρ

= 0
H

z
a

⎛ ⎞
≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；静水面下

ここに， mp ：最大津波波圧， z：静水面上向き正の座標， Ha ：進行波時の津波

段波振幅、 ρ： 流体の密度、 g：重力加速度

2) 顕著なソリトン分裂を伴う段波津波の波圧算定式(池野ら(1998a，1998b))

( ) 3.5 2
3

m

H H

p z z
ga aρ

⎛ ⎞
= −⎜ ⎟

⎝ ⎠
3 6

H

z
a

⎛ ⎞
≤ ≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；重複波時の段波頂より上

( ) 3.5m

H

p z
gaρ

= 3
H

z
a

⎛ ⎞
≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；重複波時の段波頂以下

(２) 傾斜海岸構造物

福井ら(1962a，1962b)は，傾斜海岸構造物を対象に，貯水タンクのゲート開放により発

生させた段波を用いた実験により，段波津波の波圧算定式を提案している。その後，水谷・

今村(2000)は，傾斜海岸構造物を対象に，福井ら(1962a，1962b)の段波津波の波圧算定式

を改良・発展させた(図 2.1.1-7)。

これらによると，傾斜海岸構造物に作用する際の段波波圧には以下に示す３つのピーク

があり，波圧値は合田式を上回ることがある。

１)最大動波圧(福井ら(1962b)，水谷・今村(2000))；入射津波が構造物に衝突する瞬間に

発生。

２)最大持続波圧(福井ら(1962b)、水谷・今村(2000))；入射津波の衝突後，連続的な到達

に伴い，著しい水位上昇が生じる際に発生。

３)最大重複衝突波圧(水谷・今村(2000))；反射津波と入射津波の衝突により瞬間的に発生，

上記１)２)よりも大きくなることあり。

ただし，上記の実験では，無歪模型実験による段波津波に比べて波長が短くなってしま

う点に注意する必要がある。

しかしながら，池野ら(2001)の直立海岸構造物を対象とした実験では，上記の３つのピ

ーク波圧は傾斜構造物の場合に比べて区別し難く，１ )と２)のピーク波圧が区別できる程

度である。３)の重複衝突波圧は明確に認められない。上記の３つのピーク波圧は，傾斜海

岸構造物に生じる特有の現象と考えられる。
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図 2.1.1-7 傾斜海岸構造物に作用する段波津波波圧の

特性と波圧算定式(水谷・今村(2000))
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以下に，上記研究例により提案された傾斜海岸構造物を対象とした段波津波波圧算定式

(福井ら(1962a，1962b)，水谷・今村(2000))を示す。

１)動波圧(福井ら(1962b)，水谷・今村(2000))；入射津波が構造物に衝突する瞬間の波圧

( ) 1 1.4d dm

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

0z
R

⎛ ⎞≥⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面上(福井ら(1962b)の算定式)

3( ) 1d dm

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

0z
R

⎛ ⎞≥⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面上(水谷・今村(2000)の算定式)

( ) 1+
2

d dm

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

0z
R

⎛ ⎞≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面下(両文献とも)

ここに， dp ：動波圧分布，R：遡上高， z：静水面上向き正の座標， Ha ：津波

段波振幅， ρ ： 流体の密度， g：重力加速度， K：動波圧係数(=0.12)，κ ：

抵抗係数(福井ら(1962a))

dmp ：最大動波圧(福井ら(1962b))

4
H

dm
H

cp K
g a
ρ

=

Hc ：段波の波速で以下の式(福井ら

(1962a))

( )( 2 )
2( )

H H
H

H H

g a h a hc
a h aκ
+ +

=
+ − ⋅

２)持続波圧(水谷・今村(2000))；入射津波の

衝突後，連続的な到達に伴い，著しい水位上昇

が生じる際の波圧

2

0.14(2 sin ) H
sm dm

H

cp p
ga

θ= + ⋅

(0deg 45deg)θ≤ ≤
2

0.38 H
sm dm

H

cp p
ga

=

(45deg )θ≤
ここに， smp ：最大持続波圧， dmp ：

最大動波圧，θ ：構造物の水平面か

らの傾斜勾配角度， Hc ：段波の波速

(福井ら(1962a))， Ha ：津波段波振 図 2.1.1-8 傾斜海岸構造物に作用する段波

津波波圧の特性と波圧算定式

(水谷・今村(2000))



3-22

幅， g：重力加速度

( ) 1 2.5s sm

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

0z
R

⎛ ⎞≥⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面上

( ) 1+
3

s sm

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

0z
R

⎛ ⎞≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面下

ここに， sp ：持続波圧分布，R：遡上高， z：静水面上向き正の座標， Ha ：津

波段波振幅， ρ ： 流体の密度， g：重力加速度

３)重複衝突波圧(水谷・今村(2000))：反射津波と入射津波の衝突により瞬間的に発生する

波圧

i) 構造物の傾斜勾配角度θ が比較的急な場合

0.5( ) ( cot 0.15 , 0.05,0.10,0.15m)im dm smp p p h m hθ= + ≤ =
ここに， imp ：最大重複衝突波圧， dmp ：最大動波圧， smp ：最大持続波圧， h ：

水深．

( ) 0.9 3i im

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

0z
R

⎛ ⎞≥⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面上

( ) 0.9i im

H H

p z p
ga gaρ ρ

= 0z
R

⎛ ⎞≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面下

ここに， ip ：重複衝突波圧分布， R：遡上高， z：静水面上向き正の座標， Ha ：

津波段波振幅， ρ： 流体の密度， g：重力加速度

ii) 構造物の傾斜勾配角度θ が 45度以下でかつ静水深が大きい場合

0.5 ( ) 2200Pa (0.15 cot , 0.10,0.15m)im dm smp p p m h hθ= ⋅ + + ≤ =

( ) 2 10i im

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

0.1z
R

⎛ ⎞≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面上

( ) 0.35 6.5i im

H H

p z p z
ga ga Rρ ρ

⎛ ⎞= +⎜ ⎟
⎝ ⎠

0 0.1z
R

⎛ ⎞≤ ≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面直上

( ) 0.35i im

H H

p z p
ga gaρ ρ

= 0z
R

⎛ ⎞≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面下
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2.1.2 敷地内陸上構造物に作用する津波波力の算定

松冨(1991)は，直立構造物を対象

とし，砕波段波とサージフロントが

作用した場合の波圧特性を実験によ

り明らかにして，静水面上の波圧式

を提案している。これと，池野ら

(2001)の実験による砕波段波の波圧

分布値とを比較すると，最大値を示

す静水面付近の波圧値は松冨(1991)

の式の方が大きく，最大作用高さは

池野ら(2001)の式の方が上回ってい

る。

朝倉ら(2000)は，直立護岸上の敷

地内陸上構造物を対象として､敷地

高と敷地前面静水深の比が一定条件

下ではあるが，無歪実験を行い，護

岸を越流した津波による波圧特性を

調べ，ソリトン分裂しない場合の波圧

式と顕著にソリトン分裂する場合の

波圧式を提案している(図 2.1.2-1～

2.1.2-2)。これによると，非分裂時に

は，静水面付近の最大波圧水頭が進行

波段波振幅の 3 倍となり，池野ら

(1998a，1998b)の波圧算定式を上回る

が，作用高さは同じとなる。分裂時に

は，静水面付近の最大波圧水頭が進行

波段波振幅の 5.4倍となり，池野ら

(1998a，1998b)の算定式を上回るが，

作用高さは非分裂時と同じとなる。特

に静水面付近で朝倉らの波圧値は池

野らの波圧値を上回っている。これは，

分裂・非分裂津波とも陸上への越流時

に津波(段波)前面の波形勾配が大き

くなり，衝撃波圧が付加されることに

より，静水面付近で波圧値が大きくな

るものと推察される。

図 2.1.2-1 陸上直立構造物に作用する津波波力の

実験(朝倉ら(2000))

図 2.1.2-2 陸上直立構造物に作用する津波波圧算定

式の適用性(朝倉ら(2000))
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池野ら(2001)の貯水タンクのゲート開放実験による砕波段波の波圧分布では，静水面付

近の最大波圧値は朝倉ら(2000)の算定式(静水面付近の最大波圧水頭が進行波段波振幅の 3

倍)に対応し，静水面下では池野ら(1998a，1998b)の算定式(波圧水頭が進行波段波振幅の

2.2倍)に対応している(図 2.1.2-3)。この実験の性質上，陸上浸水後の津波と，沖合防波

堤部での津波との中間的な特性を示していると推察される。

飯塚・松冨(2000)は，津波による水平波力を全て抗力と見なし，鉛直波力を揚圧力と見

なして，陸上の家屋等に作用する津波氾濫流の流体力を評価している。

また，大森ら(2000)は，直立護岸上の敷地内陸上構造物を対象として，陸上浸水深と流

速を用いて，修正モリソン式に基づく津波水平波力算定式を提案している。この算定式は，

抗力項，慣性力項，衝撃力項，動水勾配力項より構成されており，ソリトン分裂津波・非

分裂津波の双方に適用可能であるとしている(図 2.1.2-4)。

図 2.1.2-3 非分裂津波の砕波段波波圧特性と波圧算定式(池野ら(2001))
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以下に，上記研究例で提案されている主

な津波波力算定式を示す。(図 2.1.2-2参照)

1) ソリトン分裂しない陸上浸水津波の波

圧算定式(朝倉ら(2000))

/ 0.73ch h = の場合，

max max

max

( ) 3 1
3

0 3

mp z z
g

z

ρ η η

η

⎛ ⎞
= −⎜ ⎟

⎝ ⎠
⎛ ⎞

≤ ≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；陸上地面上

ここに， mp ：最大津波波圧， z ：

陸上地面を基準とした上向き

正の座標， maxη ：非分裂波の最

大遡上水深， ρ ： 流体の密度，

g：重力加速度， ch ：陸上地面

の静水面からの高さ， h：陸上地面前面の静水深

2) 顕著なソリトン分裂を伴う陸上浸水津波の波圧算定式(朝倉ら(2000))

/ 0.73ch h = の場合，

max max
max

( ) max 5.4 1 , 3 1
1.35 3

mp z z z
g

η η
ρ η

⎧ ⎫⎛ ⎞ ⎛ ⎞= − −⎨ ⎬⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎩ ⎭

max

0 3z
η

⎛ ⎞
≤ ≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；陸上地面上

ここに， mp ：最大津波波圧， z：陸上地面上向き正の座標，

maxη ：

max
max

( ) 5.4 1
1.35

mp z z
g

η
ρ η

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

のとき、ソリトン分裂波の最大遡上水深

max
max

( ) 3 1
3

mp z z
g

η
ρ η

⎛ ⎞= −⎜ ⎟
⎝ ⎠

のとき、非分裂波の最大遡上水深

ρ： 流体の密度， g：重力加速度， ch ：陸上地面の静水面からの天端高，h ：

陸上地面前面の静水深

3) ソリトン分裂しない砕波段波津波の波圧算定式(池野ら(2001))

( ) 2.2 1
3

m

H H

p z z
ga a

α
ρ

⎛ ⎞
= −⎜ ⎟

⎝ ⎠
0 3

H

z
a

⎛ ⎞
≤ ≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；静水面上

図 2.1.2-4 陸上遡上津波の水平波力算定式の

適用性(大森ら(2000))
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( ) 2.2m

H

p z
ga

α
ρ

= ⋅ 0
H

z
a

⎛ ⎞
≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；静水面下

ここに，α：砕波による衝撃段波波圧の割増係数，

1.36α = 0 3
H

z
a

⎛ ⎞
≤ ≤⎜ ⎟

⎝ ⎠
；静水面上，

1.36 (1 0.52 / )Hz aα = ⋅ + ⋅ 0.5 0
H

z
a

⎛ ⎞
− ≤ ≤⎜ ⎟
⎝ ⎠

；静水面直下，

1.0α = 0.5
H

z
a

⎛ ⎞
≤ −⎜ ⎟

⎝ ⎠
；静水面下，

mp ：最大津波波圧， z：静水面上向き正の座標， Ha ：進行波時の津波段波振

幅， ρ： 流体の密度， g：重力加速度

4) 陸上浸水津波の水平波力算定式(大森ら(2000))

/ 0.73ch h = の時，

1 1 ( )
2 2H D M S

dF C u u B C uBL C u u B gBL
dx
η

ρ η ρ η ρ θ η ρ η= + + +̇

ここに，右辺第１項：抗力 2.05DC = ，右辺第２項：慣性力 2.19MC = ，右辺

第３項：衝撃力 3.6 tanSC θ= (θ ：波面の角度)，右辺第４項：動水勾配力

さらに、u：津波進行波の水平流速， u̇：津波進行波の水平加速度，η：津

波進行波による浸水深， B：構造物の幅， L：構造物の長さ， ρ ： 流体の密

度， g：重力加速度， ch ：陸上地面の静水面からの高さ，h：陸上地面前面の

静水深

5) 家屋に作用する津波氾濫流による水平抗力 H DF の算定式(飯塚・松冨(2000))

2 21 1
2 2H D D D f hF C u A C u h Bρ ρ= ⋅ ⋅ ⋅ = ⋅ ⋅ ⋅ ⋅

ここに， DC ：抗力係数(=1.1～2.0)，u：陸上での流速， A：構造物浸水面積，

fh ：家屋前面浸水深， hB ：構造物の浸水部分の幅， ρ ： 流体の密度
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2.2 津波漂流物の衝突力

松冨(1999)は，貯水タンクのゲート開放により発生させた段波を用いた一連の実験によ

り，流木の縦衝突を基本とした衝突力特性を明らかにし，これに基づき流木の衝突水平力

の算定式を提案している(図 2.2-1)。また，飯塚・松冨(2000)は，実際の地形上での被害想

定を行うために，秋田市沖約 90kmの沖合で M7.7の地震が発生したと想定して津波遡上計

算を行い，流木衝突力算定式(松富(1999))と津波流体力算定式(松冨・大向(1999))を用い

て，津波氾濫流の抗力と流木衝突力の推定を行った(図 2.2-2)。

一方，池野ら(2001)は，上記と同様の方式で発生させた段波実験に基づき，各種形状(円

柱横向き・縦向き，球，角柱横向き)漂流物の衝突水平力算定式を提案している(図 2.2-5)。

この実験によると，漂流物の衝突前の運動量(水平移動速度と質量の積)が同じならば，漂

流物の形状によらずほぼ同じ衝突水平力を示すことが明らかとなった(図 2.2-3)。また，有

意な衝突力が生じる際の漂流物の衝突前の水平移動速度は，漂流物の形状や質量に係わら

ず，段波先端の水平流速とほぼ一致することもわかった。さらに，池野ら (2001)は，実験

に基づき各種形状(円柱横向き・縦向き，球，角柱横向き)漂流物の最大衝突応力算定式を

提案している(図 2.2-5)。これによれば，上記の衝突水平力算定式よりも若干ばらつきがあ

るが，漂流物の衝突前の運動量が同じなら，形状によらずほぼ同じ衝突応力を示し，その

鉛直作用範囲は衝突前の漂流物の鉛直長さに対応することがわかった(図 2.2-4)。

以下に，上記研究例で提案された津波漂流物の衝突力算定式を示す。

1) 砕波段波による流木の縦衝突を対象とした衝突力算定式(松冨(1999))

1.2 0.4
6.4 fH H

MA
D

F VC
gM LgD

σ

π γ

⎛ ⎞ ⎛ ⎞
= ⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎝ ⎠⎝ ⎠

ここに， HF ：流木の衝突力， HV ：流木の衝突前の移動速度，D：流木の直径，

L：流木の長さ，

MAC ：見かけの質量係数，

40

40

1.7 ( )
      0.03 +0.5 ( )
MAC λ

λλ
≥

≤

=

=

開度

開度 　

％

％
開度：受波圧壁の空隙面積の割合

M ：流木の質量，
21

4 DM D Lρ π= ， Dρ ：流木の密度(=600kg/m3)， Dγ ：流

木の単位体積重量(= gDρ )， 19.6MPa
f

σ = (流木の降伏応力)， g：重力加速

度
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図 2.2-1 流木の縦衝突を対象とした実験と衝突力算定式の適用性

(松冨(1999))
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図 2.2-2 秋田県沖合で発生した津波の浸水深，流速，抗力に基

づく家屋被害の想定例(飯塚・松冨(2000))
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図 2.2-3 各種形状漂流物の衝突力と

支配パラメターの関係

(池野ら(2001))

図 2.2-4 各種形状漂流物の最大衝突応力と支

配パラメターの関係

(池野ら(2001))

図 2.2-5 衝突力・最大応力の算定式と実験値との比較

(池野ら(2001))
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2) 砕波段波による各種形状漂流物による衝突力算定式(池野ら(2001))

円柱横向き，円柱縦向き，球，角柱横向きを対象

1.25 0.6252 120
g
H H

MA
F VC
M g DL

⎛ ⎞ ⎛ ⎞= ⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠⎝ ⎠

ここに， HF ：漂流物の衝突力，D：漂流物の代表高さ， L：漂流物の代表長

さ，

MAC ：見かけの質量係数

00.5 ( )MAC λ == 開度 ％ (松冨(1999))，開度：受波圧壁の空隙面積の割合

M ：漂流物の質量， g：重力加速度，

HV ：漂流物の衝突前の移動速度であるが，有意な衝突が生じる場合は近似的に

段波の波速と見なす。

( )( 2 )
2( )

H H
H H

H H

g a h a hV c
a h aκ
+ +

≅ =
+ − ⋅

Hc ：段波の波速(福井ら(1962a))，κ ：抵抗係数(福井ら(1962a))

3) 砕波段波による各種形状漂流物による衝突最大応力算定式(池野ら(2001))

円柱横向き，円柱縦向き，球，角柱横向きを対象

1.25 0.6252 120
g

H H
MA

D VC
M g DL

σ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞= ⎜ ⎟ ⎜ ⎟′ ⎝ ⎠⎝ ⎠

ここに， Hσ ：漂流物の最大衝突応力， D：漂流物の代表高さ， L：漂流物の

代表長さ，

MAC ：見かけの質量係数，

00.5 ( )MAC λ == 開度 ％ (松冨(1999))，開度：受波圧壁の空隙面積の割合

'M ：漂流物の単位奥行き当りの質量， g：重力加速度，

HV ：漂流物の衝突前の移動速度であるが，有意な衝突が生じる場合は近似的に

段波の波速 Hc (福井ら(1962a))と見なす。
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2.3 津波による砂移動

津波による被害については，海水の氾濫による人命損失や建物・家屋の破壊が注目され

てきたが，浅海域では津波により発生した大きなせん断力により砂が移動し，侵食や堆積

が生じ，構造物の倒壊や港湾機能障害の起こる可能性が指摘されている (高橋ら(1992))。

一方で，津波による堆積物は通常の波浪や高潮時におこる堆積とは特徴が異なることから，

資料の得難い古い津波の重要な研究材料となっている。

砂移動に関する実測としては，1960年のチリ津波の前後に気仙沼湾を対象として深浅測

量が行われており(Kawamura and Mogi(1961))，それによると狭さく部付近では局所的に

9.9mの侵食，湾内全域でも数 mオーダーの侵食および堆積が確認された(高橋ら(1992)，藤

井ら(1998)，図 2.3-1)。また，伊豆半島の先端に近い入間では，1854年安政東海地震津波

によって陸上域に大規模な土砂堆積がもたらされたことが現地調査により確認され，その

厚さは 7m以上，堆積量は最低でも 70万 m3であると推定されている(浅井ら(1998))。この

ような土砂移動の記録は過去の資料にも記述されており，首藤(1998)は 1952年以前の 14

の津波を対象にし，陸上での土砂堆積，砂州の開削，および砂浜の欠潰に分類してまとめ

た。今村ら(1997)は，最近の 3つの津波(1992年フローレス島，1994年東ジャワ，1994年

ミンドロ島)による土砂移動について，現地調査の結果を取りまとめた。また，津波堆積物

を調べることにより，過去の津波の挙動を解明する研究も行われている。(西村・宮地(1994)，

西村・宮地(1998)，七山・重野(1998)，阿部ら(1990))

地形変化を定量的に評価する試みについて，高橋ら (1992)は，津波の流れによる掃流砂

量と浮遊砂量を併せた流砂量則の検討を行い，流砂量がシールズ数の 2.5乗に比例する

図 2.3-1 チリ津波による気仙沼湾の海

底地形変動(藤井ら(1998))
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Brownの式が適用できるとした。さらに，先に示した気仙沼湾の地形変化の再現を試みた。

しかし，狭さく部付近の変化を定性的に表現したものの，全体的な地形変動は再現できな

かった。その後に掃流砂と浮遊砂を分ける考えが藤井ら (1998)および高橋ら(1999)によっ

てそれぞれ示され，掃流砂の流砂量則については，小林ら (1996)は掃流砂量がシールズ数

の 1.5乗に比例する実験式を提案し，高橋ら(1999)も 1.5乗に比例する実験式を提示して

いる。さらに，藤井ら(1998)および高橋ら(1999)は，掃流砂と浮遊砂を区別して考える混

合モデルと区別しない局所フラックスモデルを気仙沼の事例について適用・比較し，藤井

ら(1998)は，浮遊による移動の効果により狭さく部から離れた湾内での侵食・堆積を表現

できる混合モデルの有効性を示している(図 2.3-2)。なお，実測値と比較すると，狭さく部

における侵食量は小さい。高橋(1999)は，その理由として，数値計算では流速値が過小評

価され，それによって乱れによる巻上げの効果が小さいことをあげており，今後は水位の

みではなく，波形や流速についても精度の高い津波数値モデルが必要であることを示唆し

ている。

(a) 局所フラックスモデル (b) 混合モデル

図 2.3-2 数値計算によるによる気仙沼湾の海底地形変動の再現結果(藤井ら(1998))
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2.4 津波による浮体構造物の挙動

池野・松山(1996a，1996b)は，大型係留浮体を対象に，境界要素法に基づく断面二次元強

非線形解析モデルを用いて，マグニチュード 8クラスの海底断層運動により発生した津波

を想定し，津波作用下における係留浮体の挙動評価を行っている。さらに，池野ら(1999，

2000)は，大型造波水路を用いた縮尺 1/150の無ひずみ模型実験により，110万 kw級原子力

発電所を想定した係留浮体に，ソリトン分裂波を伴う津波が直接作用する場合，および浮

体が開口部を持つ防波堤に囲まれた場合の三次元動揺特性を検討している(図 2.4-1～

2.4-2)。

これらによると，以下のことが明らかとなっている。

(１) 分裂波を伴う津波が直接作用する場合(図 2.4-3)

1)原型で 4～8分の周期の短い津波が遠浅海底地形上で段波に発達し，その先端部が 10秒

程度の短周期波へ分裂するという日本海中部地震津波の現象を再現できた。

2)上記の津波が直接作用した場合，係留装置のバネ定数として強風を想定した設計値を採

用すると，係留浮体の水平・回転運動は津波本体に対してはほとんど応答しないが，分裂

短周期波に対して共振応答する。これは，水平・回転運動の固有周期が分裂波の周期に近

いためである。

3)鉛直運動は分裂波に対して共振せず，水位変化とほぼ同じ特性を示す。

(２) 防波堤が浮体前面に存在する場合(図 2.4-4～2.4-5)

１)分裂波を伴う津波が来襲する場合，風波と同様に防波堤による遮蔽効果が働くため，大

きなソリトン分裂波が直接浮体に作用して共振運動を起こす可能性は小さいことが明らか

となった。しかし，港湾内の係留浮体は港湾の固有周期で応答し，周期の長い揺れを示す。

２)防波堤前面開口率(開口部の幅／水域幅)が 20％まで小さくなっても津波による流入流

量は変らず，港内水位の最大上昇値は前面防波堤が無い場合と同程度である。マグニチュ

ード 8クラスの海底断層運動により発生した津波が来襲した場合，港内水位と浮体の上下

変位量の両振幅は 4m程度に達する可能性がある。従って，津波本体による港内水位の変化

を予測し，係留装置の上下許容変位量や引き波時の浮体と水底とのクリアランスを十分確

保しておく必要がある。
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図 2.4-2 防波堤・浮体模型の概要と浮体の６自由度運動

(池野・田中(2000))

図 2.4-1 実験の大陸棚地形と浮体模型および計測器の配置(池野・田中(2000))
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図 2.4-5 分裂波来襲時の浮体前面防波堤無しと開口率 20％の浮体運

動波形の比較(池野・田中(2000))

図 2.4-3 ソリトン分裂を発生し始める地点における

水位・流速および浮体の重心位置での６自由

度運動 (池野・田中(2000))

図 2.4-4 防波堤条件に対する港口部岸沖流速振幅と

浮体運動振幅最大値の代表例

(池野・田中(2000))
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第 3 章 断層運動以外の原因による津波

津波の発生原因としては，断層運動（地震）の

ほかに，火山噴火，山体崩壊による陸域からの土

砂・土石流の海中への突入，海底地すべり等が挙

げられるが，断層運動以外の原因による津波は全

体の 10％以下とされており（図 3-1，今村（1998））

断層運動に伴う津波と比べるとその発生割合は

小さい。また，わが国においては断層運動以外の

原因による津波の発生場所は極限られる。

以上の観点より，原則として，わが国で通常計

画される原子力発電所のサイトでは，断層運動が

適用できる津波を評価対象とすれば十分である

と考えられる。

しかるに，将来，サイト条件の多様化等への対

応を見据え，断層運動以外の原因による津波についてもその動向を調査しておくことは意

味あることと考える。

3.1 火山活動に関連した津波

火山活動に関連した津波にはその原因として，1) 火砕流や山体崩壊による土砂等による

海水突入，2) 海中噴火，3)カルデラの陥没，沈降や島の飛散，などが考えられる (今村・

李(1998))。このうち 1)については研究例も比較的多い。

火山噴火に伴う津波の代表的な例に，1883年，インドネシア・スンダ海峡のクラカタウ

火山が大爆発を起こしたときに発生した津波が挙げられる(Simkin and Fiske (1983))。相

田(1995a)によると，津波はスンダ海峡の沿岸では特に大きな津波痕跡高が記録された。と

ころが，その火山活動があまりにも大規模であったために津波発生時の波源に関する情報

が少なく，この津波の発生メカニズムがはっきりわかっていない。

川俣ら(1992)はこの津波の原因をカルデラ(島)の陥没と仮定して津波数値計算を実施し，

陥没によって発生した津波でも沿岸には押し波が先行すること，海峡内では短周期波が卓

越するにもかかわらず海峡外では長周期波が卓越することなど検潮記録は説明ができるが，

場所によっては痕跡記録と一致しないことを指摘している。Nomanbhoy and Satake(1995)

は，1)水中の水蒸気爆発，2)火砕流の流れ込み，3)大爆発による島の飛散，と計 3種類の

津波の発生モデルを仮定し，それぞれ数値計算を行ったところ，水中の水蒸気爆発の波源

モデルが最もクラカタウ火山による津波実測結果を説明できるとした。今後も波源モデル

を中心に研究の進展が期待される。

1792年の火山活動に伴う島原眉山崩壊により，有明海に津波が発生し，対岸に大きな被

害を出した(相田(1975))。また，これより前の 1741年に北海道の渡島大島の火山活動時に

図 3-1 過去 200年間の発生原因別の津

波発生回数(今村(1998))
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津波が発生し，渡島半島西岸に津波が来襲したが，この時には大きな地震は感じられてお

らず，津波発生の原因として山体崩壊が有力候補の１つとされている(相田(1975)，Satake

and Kato (2001))。さらに前の 1640年北海道駒ケ岳では，火山活動に伴う山体崩壊により

噴火湾に津波が発生し，700人が犠牲となった(西村・宮地(1998))。以上の 3つが日本の海

域における山体崩壊によって発生した津波の代表的な例とされている。

眉山崩壊の津波については，相田(1975)が数値解析を行った。波源モデルは，土砂の海

中への流入量を水の流速に置き換えた流量入力モデルと，円弧すべりを想定して直径 4km

程度の範囲を 10m陥没させた海底変位モデルの 2つを考案した。流量入力モデルの土砂の

総流入量は 4.6×107m3である。計算結果から流量入力モデルの方が熊本側の津波を良く説

明できることを示している。これは，流量入力モデルは発生する津波の対岸への指向性を

表現できるからであろう。1741年渡島大島津波について，伴ら(2001)は，既往の痕跡高の

研究をまとめ，断層モデルを用いた検討を行い，痕跡高を精度良く再現できる波源モデル

を提案している。
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3.2 山体(斜面)崩壊による津波

ここでは，火山活動以外で生じた山体(斜面)崩壊に伴う閉鎖性水域内での大津波を対象

とする。

ノルウェーやアラスカに見られるフィヨルドや湖，スイス山岳地帯の湖等，このような閉

鎖性水域では，急峻な斜面に囲まれているために山体 (斜面)崩壊による津波の発生が多く

見られる。表 3.2-1(相田(1977))，表 3.2-2(Huber(1982)を基に作成)には，ノルウェーと

アラスカ，およびスイスにおける事例をそれぞれ示した。

その中でも代表的な例の 1つにリツヤ湾が挙げられる。リツヤ湾は長さ約 11.3km，最大

幅約 3.2kmで太平洋に面したフィヨルドであり，湾の奥はさらに小さな入り江に分かれて

いる。周辺の急峻な地形も有り，過去に 6度の山体崩壊が記録されている。1958年，この

内の北側の入り江で地震に起因した過去最大の地すべりが発生した (図 3.2-1，相田

(1995b))。打ち上げ高は湾口に近づくに従って急激に小さくなる。なお，この津波が湾外

に影響を与えた形跡は見られない。

表 3.2-1ノルウェーとアラスカにおける山体崩壊(氷河を含む)による津波の事例
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このように崩壊物突入による地すべりは，時として，その規模と衝撃力から巨大津波を発

生する可能性があり，崩壊地点周辺では大きな打ち上げ高となる。しかし，その影響は，

距離が離れるに従って著しく小さくなる傾向が見られる。これは，波源の水平規模が地震

のものと比較すると小さく水深のオーダーに近いため，発生した波動の周期が地震波源の

津波と比較して非常に短く，エネルギーの逸散が生じやすいためと考えられる。

なお，松山ら(1996)は，閉鎖性水域内で発生した水面波動について，既往の文献調査を

基に事例，実験例および数値解析例とそれらからの知見をまとめている。

表 3.2-2スイスにおける水面波動(津波)の事例

(Huber(1982)を基に作成)

死者 1

図 3.2-1 1958年アラスカ・リツヤ湾の津波

破線で示した領域の森林が破壊された。

数字はその海面からの高さ(m)。(相田

(1995b))
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3.3 海底地すべりによる津波

大規模な海底地すべりという現象は頻度が少ない上に，それが実際に起こっているとし

ても，海中で発生する現象であるためにその実態は把握しがたい。しかし，最新の技術に

よる海底地形測量や地殻構造探査により，海底地すべり跡と見られるような地形が，大陸

棚の先端などの急峻地形に存在することが確認されてきており，今後の研究が期待される。

北海のノルウェー沖には，巨大な地すべり跡が存在する(Jansen et al. (1987))。この

地すべり跡は全長が 500km以上，幅も 100km程度はある巨大なもので，3回に分けて発生し

たと推定されている(図 3.3-1，Bugge et al. (1988))。1回目は 30,000～50,000年前で最

も規模が大きく地すべりの総量は 3,880km3，後の 2回は 6,000～8000年前で，その総量は

1700km3と推定されている(Harbitz(1992))。Dawson et al. (1988)は，砂の堆積層をイギリ

スのスコットランド東岸で発見し，7000年前とされる 2回目の地すべりによって発生した

津波によるものとした。Harbitz(1992)は，1回目と 2回目の津波について，それぞれ数値

計算を実施した。数値計算は，平面二次元の線形長波理論に基づき有限差分法で行い，波

源については地すべりによる海底地形変化を入力した。これらの地すべりによる津波は，

地すべりの規模や地すべり速度に比例して大きくなることを明らかにした。またノルウェ

ー沿岸に加えて，対岸の方向に位置するグリーンランドおよびアイスランドへも津波が来

襲するのはもちろんのこと，それよりも規模は小さいもののスコットランドにも達し，先

に示した Dawson et al. (1988)の結果と整合する結果となった。

1998年のパプア・ニューギニア地震津波では，地震の規模(Mw7.0-7.1)と比較して津波に

よる痕跡高が 10m以上とその規模が大きいため，地震時の断層滑動による海底地形の変動

以外にも津波の原因があるのではないかと発生直後からいわれ，その中でも海底地すべり

説が有力と考えられた(Kawata et al. (1999))。その後に精力的に海底の調査が行われ，

被災地の沖に津波エネルギーを収斂させやすい海底地形が存在すること(Matsuyama et al.

(1999)，Tappin et al. (1999))，波源域付近の海底地形が複雑で，発生時期などは不明で

あるものの海底地すべりの痕跡と見られるものも存在すること，などの事実が明らかにな

っている(Tappin et al. (1999)，松山ら，(1999)，松山・ Yeh(2000))。松山・ Yeh(2000)

は本津波の数値計算において浅海域の格子幅を 22.2mまで細分化することにより，地震時

の海底地形変動を波源とした場合に，実測結果の津波高の特徴を再現できることを示した。

橋・今村(2000)はこの津波に二層流数値モデル(松本ら(1998))を適用し，地震とそれ以外

の原因も加えた複合型の津波の発生原因について検討を行った。しかし，これについては

現在でも議論が行われており結論は出ていない。
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図 3.3-1 北海のノルウェー沖に存在する巨大地すべり跡。図中には推定される 3度の

地すべり跡が実線，破線，点線の順で示されている。 (Harbitz(1992))
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3.4 その他の原因による津波

その他の津波の原因として，爆弾などによる水中爆発や隕石が挙げられる。前者につい

ては，Mehaute and Wang(1996)が，水中爆発によって発生する波の発生・伝播についてそ

の研究をまとめている。

今村・李(1998)は，発生頻度は著しく低いものの，隕石による津波発生について挙げ，

代表的な例として，6500万年前の K/T-Impactと呼ばれる隕石衝突を紹介した。藤本・今村

(1997)は，この隕石衝突による津波の数値計算を実施し，その発生機構と地球全般への伝

播過程について考察している。この計算結果から，山体崩壊による津波の特徴と同じよう

に，波源周辺に特に大きな影響を与え，その影響は距離が離れるに従って著しく減衰する

ことが推察される。ただし，この隕石による津波が発生したとすれば，その衝突エネルギ

ーが巨大なため，波源から離れるに従ってエネルギー減衰が著しいものの，その影響は世

界中に波及したと推定される。
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